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薩摩川内市空家活用セーフティネット住宅改修事業補助金交付要領  

 

（趣旨）  

第１条  この要領は、薩摩川内市補助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例

第４０号。以下「条例」という。）第４条第１項の規定に基づき、及び条例を

実施するため、空家活用セーフティネット住宅改修事業補助金（以下「補助

金」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。  

（交付の目的）  

第２条  市長は、本市の空家の利活用と住宅確保要配慮者の民間住宅への入居の

円滑化を図ることを目的に、空家を住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給

の促進に関する法律（平成１９年法律第１１２号。以下「住宅セーフティネッ

ト法」という。）第９条第１項第７号に規定する住宅確保要配慮者専用賃貸住

宅（地方公共団体が所有する住宅を含む。以下「セーフティネット住宅」とい

う。）として登録し、市内の施工業者を活用して改修工事を行う者に対し、予

算の範囲内において補助金を交付する。  

（定義）  

第３条  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。  

⑴  空家  空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７

号）第２条第１項の空家等をいう。  

⑵  住宅確保要配慮者  住宅セーフティネット法第２条第１項の住宅確保要配

慮者をいう。  

⑶  収入  住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行

規則（平成二十九年国土交通省令第六十三号）第１条の収入をいう。  

⑷  鹿児島県居住支援協議会  鹿児島県内において住宅セーフティネット法第

５１条第１項に基づき組織された住宅確保要配慮者居住支援協議会をいう。  

（補助対象）  

第４条  補助金の交付対象は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。  

⑴  当該セーフティネット住宅の入居者及び同居者（被災者世帯を除く。）の

収入が月額３８万７，０００円以下であること。  

⑵  当該セーフティネット住宅の家賃の額を近傍同種の住宅の家賃と均衡を失

しない水準以下で定めるものであること。  

⑶  セーフティネット専用住宅として１０年以上管理すること。  

⑷  当該空家が、第７条の規定による申請の時点において市内にあるものであ
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ること。  

⑸  当該セーフティネット住宅が、鹿児島県住宅確保要配慮者向け賃貸住宅供

給促進計画に掲げる住宅確保要配慮者のいずれも入居の対象としたものであ

ること。  

⑹  建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他関係法令に適合した住宅

（第６条の改修工事が完了した時に適合することとなる住宅を含む。）であ

ること。  

⑺  昭和５６年６月１日以後に新築工事に着工した住宅であること。ただし、

既に地震に対する安全性に係る建築基準法若しくは建築物の耐震改修の促進

に関する法律（平成７年法律第１２３号）の規定に適合することが証明され

ている住宅又は第６条第２号の耐震改修工事を実施する住宅は、この限りで

ない。  

⑻  床面積が２５平方メートル以上（第６条の改修工事が完了した後に２５平

方メートル以上となる場合を含む。）の住宅であること。  

（補助対象者）  

第５条  補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に

掲げる要件の全てを満たす者とする。  

⑴  住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき本市が備える住民基

本台帳に記録されている者で、空家を所有又は管理していること。  

⑵  税の滞納がないこと。  

⑶  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。  

２  市長は、前項第１号の要件は、実績報告書の提出を受けるときまでに満たす

場合においては、補助対象者と認めるものとする。  

（補助対象経費及び補助金の額等）  

第６条  補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

次に掲げる工事等（以下「改修工事等」という。）に要する経費とする。  

⑴  バリアフリー改修工事（外構部分の改修工事を含む。）  

⑵  耐震改修工事  

⑶  共同居住用住居に用途変更するための改修工事  

⑷  間取り変更工事  

⑸  子育て世帯対応改修工事  

⑹  防火・消火対策工事  

⑺  交流スペースを設置する改修工事  
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⑻  省エネルギー改修工事（開口部又は躯体（外壁、屋根、天井又は床）に係

る断熱改修に限る。）  

⑼  安否確認のための設備の改修工事  

⑽  防音・遮音工事  

⑾  調査において居住のために最低限必要と認められた工事（従前賃貸住宅と

して使用されていたものを除き、かつ、一定期間空家であったものに限る。）  

⑿  入居者の居住の安定確保を図るため鹿児島県居住支援協議会等が必要と認

める改修工事  

⒀  前各号に掲げる工事に係る調査設計計画（インスペクションを含む。）  

２  補助金の額は、補助対象経費に３分の２を乗じて得た額以内とし、１戸のセ

ーフティネット住宅に対する補助金の額は、１００万円を限度とする。この場

合において、その額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てるものとする。  

３  補助金の交付回数は、一のセーフティネット住宅について１回限りとする。    

（補助金の交付申請）  

第７条  補助金の交付を受けようとする補助対象者は、改修工事等の着手前に空

家活用セーフティネット住宅改修事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に

掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

⑴  空家住宅改修事業計画書（様式第２号）  

⑵  空家住宅改修見積書（様式第３号）又はこれに代わると認められる見積書  

⑶  改修工事等の内容が確認できる図面  

⑷  工事予定箇所の施工前の状態が確認できる写真  

⑸  改修工事等を行う住宅の付近見取図  

⑹  住民票の写し  

⑺  市税等の滞納がない証明書  

⑻  住宅の全部事項証明書、固定資産評価証明書、売買契約書の写し等の住宅

の所有者及び建築時期が確認できる書類  

⑼  地震に対する安全性に係る建築基準法又は建築物の耐震改修の促進に関す

る法律の規定に適合することを証明する書類  

⑽  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

２  前項の規定にかかわらず、同項第６号から第８号までに掲げる書類は、市が

保有する情報により当該書類の内容を確認することができ、かつ、調査するこ

とについて申請者が同意書（様式第４号）により同意する場合は、省略するこ

とができる。  
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（補助金の交付決定の通知）  

第８条  市長は、前条の規定による申請があった場合は、速やかにその内容を審

査し、補助金を交付することが適当であると認めたときは、補助金の交付を決

定し、空家活用セーフティネット住宅改修事業補助金交付決定通知書（様式第

５号）により、当該補助対象者に通知するものとする。  

（改修工事等の変更等）  

第９条  前条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「補助決定

者」という。）は、改修工事等の内容を変更しようとするときは、あらかじめ

空家活用セーフティネット住宅改修事業補助金事業計画変更承認申請書（様式

第６号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出し、その承認を受けなければ

ならない。  

⑴  変更後の工事見積書（内訳明細の付いたもの）の写し  

⑵  変更後の工事予定箇所及び工事内容の分かる図面等  

⑶  変更後の工事予定箇所の写真  

⑷  前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

２  前項の申請書を提出しようとする補助決定者は、その工事の内容が補助対象

経費の要件を満たしているか等について、あらかじめ市長と協議しなければな

らない。  

（変更交付決定通知）  

第１０条  市長は、前条の規定による変更の申請があったときは、その内容を審

査し、適当と認めた場合は、空家活用セーフティネット住宅改修事業補助金変

更交付決定通知書（様式第７号）により補助決定者に通知するものとする。  

２  前条第１項の規定による申請により、補助対象経費が変更となる場合にあっ

ては補助金の交付決定額を再計算するものとする。  

（改修工事等の取りやめ）  

第１１条  補助決定者が、当該通知に係る改修工事等を取りやめようとするとき

は、空家活用セーフティネット住宅改修事業計画取りやめ届（様式第８号）を

市長に提出しなければならない。  

（実績報告）  

第１２条  補助決定者は、改修工事等が完了した翌日から起算して２０日が経過

した日又は補助金の申請日の属する年度の３月１５日のいずれか早い日までに

空家活用セーフティネット住宅改修事業補助金実績報告書（様式第９号）に次

に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

⑴  施工業者の発行する空家活用セーフティネット住宅改修事業工事等完了証



5/6 

明書（様式第１０号）  

⑵  改修工事等が完了した後の住宅全体の写真（改修工事等が住宅の内部のみ

の場合を除く。）並びに第７条及び第９条の規定により申請書に添付した工

事予定箇所の写真と対比した工事完了箇所の写真。ただし、当該写真の対比

により改修工事等を実施したことが明確に判断できない場合は、施工途中の

写真を加えるものとする。  

⑶  工事代金（補助対象経費から補助金の額を差し引いたもの）の領収書の写   

し  

⑷  改修工事等の内訳明細書  

⑸  建築基準法第６条第１項又は同法第６条の２第１項の規定による確認済証

の交付を受けたときは、同法第７条第５項又は同法第７条の２第５項の規定

により交付された検査済証の写し  

⑹  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

（交付確定の通知）  

第１３条  市長は、前条の規定による報告があった場合は、速やかにその内容を

審査し、必要に応じて調査を行い、補助金を交付することが適当であると認め

たときは、補助金の交付を確定し、空家活用セーフティネット住宅改修事業補

助金交付確定通知書（様式第１１号）により、当該補助決定者に通知するもの

とする。  

（補助金の交付の請求等）  

第１４条  前条の規定による通知を受けた補助決定者は、市長の指示するところ

により、当該補助金の交付を請求するものとする。  

２  市長は、前項に定める請求があったときは、速やかに補助金を交付する。  

（調査等）  

第１５条  市長は、必要があると認めるときは、補助決定者に対し、必要な報告

を求め、又は関係職員をしてその内容を調査させることができる。  

（補助金の交付の決定の取消し又は返還）  

第１６条  市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助決定者に対し、

空家活用セーフティネット住宅改修事業補助金（変更）交付決定（一部）取消

通知書（様式第１２号）により、当該補助金の交付の決定の全部若しくは一部

を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を求めること

ができる。  

⑴  補助決定者が申請書その他の書類に虚偽の記載をし、補助金交付の条件に

違反し、又は不正の行為をしたと認めたとき。  
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⑵  補助決定者から第１１条の規定による届出の提出があったとき。  

⑶  前２号に掲げるもののほか、市長が相当と認める事由があったとき。  

（成果）  

第１７条  この補助金の交付を通じて得ようとする成果は、空家となっている賃

貸住宅の利活用と住宅確保要配慮者の入居の円滑化とする。  

（見直しの期間）  

第１８条  補助金に係る条例第４条第１項の市長が定める期間は、３年とする。  

（効果の測定）  

第１９条  補助金に係る条例第４条第２項第１号に定める効果は、セーフティネ

ット住宅の改修工事等を行った者とその住宅への入居者数によって測定するも

のとする。  

（その他）  

第２０条  この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附  則  

この要領は、令和２年４月１日から施行する。  

   附   則  

この要領は、令和４年４月１日から施行する。  

附   則  

この要領は、令和５年４月１日から施行する。  

附   則  

この要領は、令和６年４月１日から施行する。  

附   則  

この要領は、令和６年５月１日から施行する。  


